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プ全体としての求心力が必要であり，グループ管理をより一層改善しなけれ
ばならない時期にきているであろう。特に注目したいのは，現在国際的な情
報システムを段階的に構築しつつあることである。キヤノングループが，真
のグローバル経営管理の模範を示めすことを期待する。
　グループ経営がかなり実践されているにもかかわらず，グループ経営の本
質，その具体的経営管理手法についてはほとんど検討がなされていなかった。
そこで，本稿において，その基礎的フレームワークを構築するための第一歩
を記したにすぎない。日本の優良企業グループにおいても，試行錯誤状態で
あり，今後の問題を残しつつ徐々に改善を重ねている状況であろう。これを
打破するには，グループ経営に関するパラダイムを変換しなければならない
のかもしれない。この事に積極的に対処しながら，創造的に経営を推進して
行くことが求められている。
　多くの未解決の重要課題があるが，次の点を今後検討することにしよう。
（1）セグメント情報とその管理との関連
　グループメンバーの数が多くなると，直接グループ全体として統合するよ
りも，その中問にセグメントを設定することが考えられる。そこで，グルー
プ全体とそのセグメントとの関連を考察しながら，セグメント別の情報・管
理手法について検討したい。
（2）戦略情報システムとの関連
　最近，S　I　S（Strategic　Information　System；戦略情報システム）が一種
のブームとなって，異常な注目を浴びている。戦略との関連性を強調するこ
とは，本稿の趣旨と合致し，その背景を支えるのは情報システムであること
も本稿の趣旨と合致する。そこで，S　I　SをS　P　Bと関連させて検討したい。
　その他，本稿ではグループの求心力となるべき経営管理手法に重点を置い
て論究してきたが，企業は多くのグループ外の企業等とも密接な関係を深め
つつ，ネットワーク的な展開を試みている。グループ内の強い結びつきと同
時に，グループ外の弱い，柔軟な結びつきを求めている。両方向への発展動
向にも注目したい。
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　生産、販売，研究開発という機能別，製品種類に基づく製品別，そして地
方，国別という地域別の三次元の関連をどのように体系化し，検討するかも
重要である。
〔注〕
1）硲宗夫著『21世紀企業のメガコンセプト』毎日コミュニケーションズ，1990年。
　　「主要30社の2000年ビジョン」『実業の日本』実業之日本社，1990年7月1日号，34
　－39頁。
　日本経済新聞1991年3月28日付「主要企業の21世紀計画」。
　　「21世紀ビジョン調査」『東洋経済統計月報』東洋経済新報社，1991年7月，15－24
　頁参照。
2）日本経済新聞1990年12月26日付。
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　蔵省令第41号参照。
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6）連結財務諸表に関しては，
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　号，1985年3月，206－38頁参照。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　7）イトーヨーカ堂グループにおける「イトーヨーカ堂」は，グループ，また本体の正式
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　企業名で漢字が付く。これに対して「イトーヨーカドー」とは，「G　M　S（ゼネラル
　・マーチャンダイジング・ストア）」に称される“愛称”というか一種の“ブランド”
　である。つまり「イトーヨーカドー」は，「イトーヨーカ堂」各G　M　Sの通称なので
　ある。
　　新谷一・藤井剛彦著『どうしてもイトーヨーカ堂に勝てないダイエーの研究』エー
　ル出版社，1989年，84－85頁参照。
　　セゾングループでは，グループの各企業には上下関係，支配する支配されるという
　関係のない“経営共和主義”に基づいている。グループはひとつの経営理念と企業目
　標を追求していく“機能集団”と規定している。
　麻生国男著『セゾングループのすべて』日本実業出版社，1991年，30頁参照。
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8）松谷靖二稿「関連会社管理の実態と問題点」『企業会計』中央経済社，1982年11月号，
　99－103頁。
　柴田典男・曽根豊次稿「関係会社管理（その1）」『企業会計』中央経済社，1987年
　　4月号，109頁。
　　　　　　　「関係会社管理（その2）」『企業会計』中央経済社，1987年5月号，96
　　－105頁参照。
9）経営資源に関しては，
　拙著『経営資源の測定と分析』創成社，1988年参照。
10）単純に所有関係だけで判断しない方が良いであろう。所有関係がまったく無くても，
　　グループ経営上グループメンバーに加えることも考えられる。当該事業活動がグルー
　　プ活動として行われている場合には，所有関係がなくても，グループメンバーに加え
　　るべきである。逆に，100％所有していても，グループメンバーに加えない方が良い
　場合も考えられる。当該事業活動がグルー戦略にそぐわなければ，グループ外に位置
　　づけた方がより現実的な場合には，100％所有していても，グループメンバーに加え
　　ない方がわかりやすいかもしれない。
11）東芝では，「グループ経営」を1990年代の経営戦略の中核に据えており，関係会社655
　　社（うち連結対象会社m社，持分法適用会社96社）のうち，主要98社をグループ経
　　営対象会社として選定し，六事業分野（①ハイテク志向②情報サービス③リストラ志
　　向④保守サービス⑤シナジー追求⑥機能サービス）に分類し，そして1989年10月から
　　連結月次決算を実施し，半期ごとに連結ベースで業績評価を行っている。
　　「東芝・第三の転機　なお見えぬ「グループ大改造」のシナリオ」『週刊東洋経済』
　　東洋経済新報社，1991年4月27日，62－63頁参照。
12）ダイエーは，1991年3月から，グループ経営の最高決定としてグループの将来のある
　　べき姿などを論議する「グループ経営政策会議」を設置した。
　　7人のメンバーが中心で週一回程度の割合で開催される。これは，グループ全体の方
　　向を論議できる組織を作ることで，効率的なグループ経営を実現させるのが狙いだ。
　　同会議を運営するにあたっては各企業が積極的に参加できる体制にするほか，対話型
　　の運営を目指したいとしている。
　　　日経流通新聞1991年2月23日付参照。
13）日本電信電話（N　T　T）は150社余りに及ぶグループ企業の再編成として本社が全企
　　業を一括管理していた手法を改め，分野ごとに選んだ中核会社に資金，人材支援を含
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　めたグループ管理を徐々に移管する。N　T　Tを頂点とする一極体制から多極体制へと
　　移行することで，グループ戦略に柔軟性をもたせ，全体の成長を加速する。2000年ま
　　でにグループ全体の売上高を13兆円とし，その42％を子会社に期待する程，子会社
　　（新規事業）戦略を重視している。子会社グループは業種ごとに10以上の企業群に分
　　かれている。
　　　日本経済新聞1991年9月14日付。
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　　　「NTT」『日経ビジネス』日経BP社，1991年9月16日号，40－43頁参照。
　　わが国自動車メーカーのグループ戦略と現地生産の展開に関しては，
　佐藤義信稿「グループ戦略と現地生産の展開」『紀要』名古屋大学教養部第34輯，
　1990年2月，19－73頁。
　　　　　著『トヨタグループの戦略と実証分析』白桃書房，1988年参照。
14）キリンビールは，1988年，21世紀に向けてのキリングループのあるべき姿を求め，長
　期経営構想を策定し，グループ各社が培ってきた力をさらに飛躍，発展させ，食・バ
　イオ・サービス・エンジニアリング・情報システムという5つの領域で積極的に事業
　を展開することになった。
　　「キリングループの経営理念
　　生活価値産業，キリングループ
　　私たちキリンは，世界の人々の豊かさと健康に貢献します。新しい生活価値を創造
　　します。つねに未知の分野，先端の技術を開拓します。
　　生活価値産業宣言
　　良いものを，真心を込めてお届けすること。お客様がなにを望んでいるかを，つね
　に優先すること。そして，チャレンジャーの気持ちを忘れないこと。100年の伝統に
　培われたキリン・スピリットを90年代風に要約すると，こうなります。そして21世紀
　に向けて，わたしたちキリンは，未知の事業領域にも積極的にアプローチし，暮らし
　の豊かさと健康につながる様々な場面で，新たな価値の創造を目指します。」
　　2001年には，酒税抜きで売上高1兆5千億円を越えることを目標とし，非ビール部
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　門を60％（88年38％）に高め，これまでのビール集約型から5つの柱を持った拡散型
　　　　　　　経営への変身を目指す。
　　　　　　　　グループ売上の実績と目標の推移
　1988年（実績）　　　　　1990年（実績）　　　　　　　　2001年（目標）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　エンシニアリング3％　　　　　　　情報システム3％　　　　　　　　　　　　　　エンジニアリング10％サービス26％
　　　　　　　　　　　　　　情報サービス0，5％
＼
エンジニアリング03％
　 　ノえイオ1，6％
　　　サービス5．1％
7，500億
食97．1％
→ 9，805億 →
ハイオ
78％
サービス8．5％
16，600億
食91，8％
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　食77．7％
　日本経済新聞1989年1月10日付。
　日経産業新聞1991年9月6日付。
　第153期中問事業報告参照。
15）三越は，関連会社の売上高がこの5年問で倍増するなど，急速に周辺分野の事業拡大
　を進めている。本社と関連会社29社をオンラインで結んだ情報ネットワークシステム
一179一
紺野　　剛
　　を，1991年3月から稼働させる。それぞれの事業分野で蓄積される情報をグループ共
　　有の財産として効率的に収集・活用し，コスト軽減とビジネスチャンス拡大に結びつ
　　けるのが目的である。
　　　日経流通新聞1990年10月13日付参照。
16）原田行男稿「変容迫られる企業グループ経営とその戦略」『ダイヤモンド・ハバー
　　ド・ビジネス』ダイヤモンド社，1987年12・1月号，119頁参照。
17）日本経済新聞1990年6，月6日付参照。
18）キヤノンに関しては，1990年夏，キヤノン㈱の岩田吉倫，井上睦公，田村幹男，（元）
　　高田可尚各氏から長時間にわたってインタビューをさせていただいた。ここに記して
　　深く感謝を表します。
　　　貿易之日本別冊『キヤノンー姫大な世界戦略と精神的支柱』貿易之日本社，1979年
　　4月。
　　　キヤノン史編集委員会編集『キヤノン史一技術と製品の50年』キヤノン㈱，1987年。
　　　上岡一嘉稿「TAKESHI　MITARAI　AND　CANON」『白鴎女子短大論集』白鴎女子
　　短期大学，第8巻第2号，1983年8月，147－67頁。
　　　田中稔三インタビュー「キヤノン　海外経営戦略の多様化と会計問題」『企業会計』
　　中央経済社，1991年1月号，78－86頁。
　　　市原巌稿「世界人類との共生をかかげ真のグローバル企業をめざす」『マネジメン
　　ト21』日本能率協会，1991年9月号，14－18頁。
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